
 

 

１ 趣旨 

本県では、主に次に掲げる目的を踏まえて平成１９年度決算に基づく財務諸表から新地方公

会計制度に即した作成・公表を行っており、今般、平成２３年度決算に基づく普通会計財務諸表

及び連結財務諸表を作成しました。 

  ①県民の皆様により分かりやすい財務情報をお知らせする一助とする 

  ②長期かつ総合的に財務情報を把握し、より一層のコスト意識を持って行財政運営を行う 

  ※ 平成 18年 8月 31日付け総務事務次官通知「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指

針の策定について」において、公会計整備の推進に取り組むよう明記されたことを踏まえ、作成し

たものです。 

 

２ 財務諸表の構成 

（１）財務諸表は国の「新地方公会計制度実務研究報告書」（平成 19年 10月）の「総務省方式

改訂モデル」を基本として次の４表により構成されます。 

 

①貸借対照表 県が行政サービスを提供するために保有している財産（資産）の

規模と、その資産形成がどのような財源（負債・純資産）で賄われ

ているかを対照表示したものです。 

②行政コスト計算書 １年間の県の行政活動において、資産形成に結びつかない行政

サービスに要した経費（行政コスト）と、その行政サービスの対価

として得られた財源（使用料や手数料など）を表したものです。 

③純資産変動計算書 貸借対照表の「純資産」が、１年間にどのような要因でどの程度

増減したかを表したものです。 

④資金収支計算書 １年間の歳計現金の出入りを「経常的収支の部」、「公共資産整

備収支の部」、「投資・財務的収支の部」に区分し、現金の流れを

表したものです。 

・経常的収支の部…経常的な行政活動による資金収支 

・公共資産整備収支の部…公共資産の整備による資金収支 

・投資・財務的収支の部…投資活動や地方債の償還等による資金収支 

  

（２）普通会計ベースの財務諸表に加え、公営企業会計や第三セクター等を含めた連結ベース

の財務諸表を作成しています。 

  ※ 連結の対象となる外郭団体等（２８会計・団体で前年度比１団体減） 

①水道用水供給事業会計など公営企業３会計 

②港湾整備事業特別会計など準公営企業会計３会計 

③地方独立行政法人宮城県立病院機構，宮城県土地開発公社， 

社会福祉法人宮城県社会福祉協議会，仙台空港鉄道株式会社など２２団体 
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宮城県の平成２３年度財務諸表について 



 

３ 資産評価の状況 

   貸借対照表上の公共資産について段階的に固定資産台帳の整備を進めています。 

 

  ・売却可能資産に係る土地・建物（H19年度決算～） 

・事業用資産に係る土地（H20年度決算～） 

・インフラ資産に係る土地（H21年度決算～） 

・事業用資産に係る建物・構築物（H23年度決算～） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 



 

４ 平成２３年度普通会計貸借対照表 

 

（１）貸借対照表の対前年度比較 

 



 

○  平成２３年度末の「資産」は、対前年度比で約４，９００億円増加して約３兆６，２００億円とな

っており、「投資等」における「基金等」の増加と「流動資産」における「現金預金」の増加が主

な要因と考えられます。 

「基金等」は、緊急雇用創出事業臨時特例基金や東日本大震災復興基金などへの積立て

により、約２，５００億円増加しており、「現金預金」は歳計現金の増加などにより、約１，３００

億円増加しています。 

また、東日本大震災により滅失し、あるいは復旧を断念することが決定された、道路・学校

などの「公共資産」の総額は３４億円で、前年度調査時点から約１０億円増加しています。 

 

○  「負債」は、前年度からほぼ横ばいの約１兆９，１００億円となっています。これは，「固定負

債」における「地方債」の増加を、同「長期未払金」及び「流動負債」における「未払金」の減少

がほぼ相殺したことが主な要因と考えられます。 

 「地方債」は、地方交付税の振り替わりである臨時財政対策債の残高の増加などにより、約

７００億円増加しています。 

 

○  「純資産」は、東日本大震災からの復旧・復興に対応するための国からの補助金や震災復

興特別交付税の交付などにより、対前年度比で約４，９００億円増加して約１兆７，０００億円

となっています。 

 

（２）有形固定資産の行政目的別割合 

 

 

○  本県では、これまで道路や河川などの生活インフラ・国土保全資産整備に重点を置いてき

たほか、農地及び漁港整備などの産業振興資産整備に力を注いできたものといえます。 

 

○  平成２３年度には、生活インフラ資産や産業振興資産の構成比が減少し、福祉資産の構

成比が増加しています。これは、道路・公営住宅・漁港などの生活インフラ・国土保全資産が

東日本大震災により被害を受ける一方で、応急仮設住宅の建設などにより福祉資産が増加

したことによるものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 



 

５ 平成２３年度普通会計行政コスト計算書 

 

（１）行政コスト計算書の対前年度比較 

 

 

○  平成２３年度において、宮城県が資産形成に結びつかない行政サービスに用いた「経常行

政コスト」は、対前年度比で約３，２００億円増加して約９，７００億円となっており、「物にかか

るコスト」における「物件費」や「移転支出的なコスト」における「補助金等」の増加が主な要因

と考えられます。 

 

○  「物件費」は、東日本大震災からの復旧・復興に対応するための応急救助費や災害等廃

棄物処理費の計上により約９００億円増加しており、「補助金等」は，市町村への応急救助費

や復興基金交付金事業費などの支出の計上により約２，１００億円増加しています。 

 

○  行政サービスの対価として得られた受益者負担分の収益としての「経常収益」は、対前年

度比で約２００億円増加して約４４０億円となっており、国内外の企業や団体・個人の方から

の寄附金などの計上が主な要因と考えられます。 

 

○  以上の結果、経常行政コストから経常収益を差し引いた「純経常行政コスト」は、対前年度

比で約２，９００億円増加して約９，３００億円となりました。この「純経常行政コスト」にあたる

部分は、県税や地方交付税などの一般財源などで賄うこととなります。 



 

（２）行政目的別経常行政コスト 

 

 

○  平成２２年度においては、経常行政コストのうち、人にかかるコストが多くを占める教育分

野を中心に、福祉分野や産業振興分野などに主に財源を投入してきたと考えられます。 

 

○  平成２３年度には、福祉分野や総務分野の構成比が増加し、教育分野の構成比が減少し

ています。これは、東日本大震災からの復旧・復興に対応して、応急救助費などの支出によ

り福祉分野にかかる経常行政コストが、復興基金交付金事業費の支出などにより総務分野

にかかる経常行政コストが増加した一方で、人にかかるコストが多くを占めていた教育分野

においては、他の分野ほどのコストの増加がみられなかったことによるものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

６ 平成２３年度普通会計純資産変動計算書の概要 

 

 

 

 

７ 平成２３年度普通会計資金収支計算書の概要 

 

 

 

○  平成２３年度において、「純資産」は、約

４，９００億円増加して平成２３年度末の純

資産残高は約１兆７，０００億円となりまし

た。 

 

○  これは、主に東日本大震災からの復旧・

復興に対応するための国からの補助金や

震災復興特別交付税の交付によるもので

す。 

 

○  このため、平成２３年度末の純資産にお

いては，国の負担分やこれまでの負担分

が大きく増加しています。 

○  経常的な行政活動にかかる資金の動き

を計上する「経常的収支の部」は、東日本

大震災からの復旧・復興に対応するため

の国からの補助金や震災復興特別交付

税の交付などにより収入が大幅に増加

し、収支で約４，２００億円の黒字となって

おり、この黒字で他の部の赤字を賄うこと

となります。 

 

○  公共資産の整備にかかる資金の動きを

計上する「公共資産整備収支の部」は、

収支で約６００億円の赤字となっていま

す。 

 

○  貸付金、基金の積立て、地方債の発行・

償還など財政活動にかかる資金の動きを

計上する「投資・財務的収支の部」は、収

支で約２，３００億円の赤字となっていま

す。 

 

○  以上の結果、平成２３年度において、宮

城県の歳計現金は約１，３００億円増加し

て平成２３年度末の歳計現金の残高は約

１，７００億円となりました。 



 

８ 平成２３年度連結貸借対照表 

 

 

 

 

 



 

（１）貸借対照表の対前年度比較 

 
 

○  連結財務諸表は、普通会計に加え、公営企業会計、地方独立行政法人、地方公社、及び

宮城県の出資比率が５０％以上である公益法人や株式会社などの第三セクターなど計２８

会計・団体を１つの会計主体とみなして、会計・団体間の補助金の授受などのやりとりを純

計操作により相殺した上で作成します。 

 

○  平成２３年度末の「資産」は、対前年度比で約４，８００億円増加して約４兆３，４００億円と

なっています。「投資等」における「基金等」の増加と「流動資産」における「資金」の増加が主

な要因であり、普通会計における増加による影響と考えられます。 

 

○  「負債」は、対前年度比で約４００億円減少して約２兆１，４００億円となっており、普通会計

における「未払金」の減少に加え、普通会計を除いた場合における「固定負債」のが主な要

因と考えられます。 

 普通会計を除いた場合における「固定負債」は、公営事業地方債の残高の減少などにより

約４００億円減少しています。 

 

○  「純資産」は、対前年度比で約５，２００億円増加して約２兆１，９００億円となっており、普通

会計における増加に加え、普通会計を除いた場合においても、使途の特定されていない一

般財源などが増加したことなどにより約４００億円増加しています。 

 

 

 

 

 

 



 

（２）有形固定資産の行政目的別割合 

 

 

○  県立病院や広域水道などが連結対象となるため，普通会計貸借対照表と比べ，環境衛生

分野の構成比が高くなっています。 

 

○  福祉分野や総務分野における対前年度比での増加は，普通会計における増加によるもの

ですが，普通会計を除いた場合においては，生活インフラ・国土保全分野で増加している一

方，教育分野では減少がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

９ 平成２３年度連結行政コスト計算書 

 

 

（１）行政コスト計算書の対前年度比較 

 



 

○  平成２３年度において、「経常行政コスト」は、対前年度比で約３，２００億円増加して約１兆

５００億円となっています。「物にかかるコスト」における「物件費」の増加と「移転支出的なコ

スト」における「補助金等」の増加が主な要因になっており、普通会計における増加による影

響と考えられますが、普通会計を除いた場合においても、「その他の行政コスト」が約１００億

円増加しています。 

 

○  「経常収益」は、対前年度比で約３００億円増加して約１，２００億円となっています。「使用

料・手数料」や「分担金・負担金・寄附金」については、主に普通会計による影響と考えられ

ますが、普通会計を除いた場合においても、「その他特定行政サービス収入」が約１００億円

増加しています。 

 

○  以上の結果、「純経常行政コスト」は対前年度比で約３，０００億円増加して約９，３００億円

となりました。「純経常行政コスト」は普通会計とほぼ同額となっていますが、これは、第三セ

クターなどの連結会計・団体においては主に受益者負担によりコストが賄われることとなって

いるため、普通会計を除いた場合には、受益者負担以外の一般財源などで賄うべき「純経

常行政コスト」が少額となるためです。 

 

（２）行政目的別経常行政コスト 

 

 

○  普通会計行政コスト計算書と比べて、県立病院や広域水道などが連結対象となる環境衛

生分野や流域下水道や住宅供給公社が連結対象となる生活インフラ・国土保全分野の構成

比が高くなっています。 

 

○  福祉分野や総務分野における対前年度比での増加は、普通会計における増加によるもの

ですが、普通会計を除いた場合においては、生活インフラ・国土保全分野や環境衛生分野で

増加している一方、産業振興分野や支払利息では減少がみられます。 



 

10 平成２３年度連結純資産変動計算書の概要 

 

 

 

11 平成２３年度連結資金収支計算書の概要 

 

 

 

 

○ 平成２３年度において、「純資産」は約

５，３００億円増加して平成２３年度末の

純資産残高は約２兆１，９００億円となり

ました。 

 

○  平成２３年度末の純資産においては、

普通会計における増加の影響を受け、

国の負担分やこれまでの負担分が大き

く増加しています。また、普通会計と比

べると、国の負担分やその他一般財源

などの増加が特に大きくなっています。 

 

 

○ 資金収支計算書の「経常的収支の部」

は、普通会計と比べて黒字幅が約２００

億円増加して約４，４００億円の黒字とな

っています。 

 

○  「公共資産整備収支の部」は、普通会

計と比べて赤字幅が１５０億円減少して

約４００億円の赤字となっております。 

 

○  「投資・財務的収支の部」は、普通会

計と比べて赤字幅が約３００億円増加し

て約２，６００億円の赤字となっておりま

す。 

 

○  以上の結果、平成２３年度において資

金は約１，４００億円増加して平成２３年

度末の資金残高は約２，１００億円とな

っています。 



 

12 分析指標などによる類似団体との比較 

  全国の地方公共団体の財政力を同じ尺度で測るための指数である財政力指数が類似した他

都道府県との間で、主な分析指標や１人あたりの財務諸表上の数値などの比較を行いまし

た。 
※財政力指数：普通交付税上の基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値 

※他団体における分析指標などは本県において簡易的に算出したものであり、当該団体において公表されて 

いるものと異なる場合があります。 

（１）分析指標 

 
 

○  「社会資本の世代間負担比率（これまでの世代）」や「将来世代負担比率」は、将来にわた

って行政サービスの供給源となる「公共資産」がどの世代の負担によって形成されているか

を示す指標で、数値が大きいほど当該世代による負担が大きいことを表します。 

 宮城県では、前年度と比べて「社会資本の世代間負担比率」が「将来世代負担比率」以上

に増加しており、これは、主に東日本大震災からの復旧・復興に対応するために現在の世代

や国の負担が増加したことによるものと考えられます。そのため、昨年においては他団体と

同程度であった「社会資本の世代間負担比率」が他団体と比べて大きくなっています。 

 

 

○  「受益者負担比率」は、経常行政コストのうちどれだけが受益者負担に相当する財源で賄

われているかを示す指標で、数値が大きいほど経常的な行政サービスがより受益者の負担

で賄われていることを表します。 

 宮城県の「受益者負担比率」は、前年度から上昇したものの、いまだ他団体と比べて同程

度の水準にあるということができます。 

 

○  「行政コスト対税収等負担比率」は、受益者負担以外の一般財源などで賄うべき「純経常行

政コスト」が、当該年度における地方税や地方交付税及び国からの補助金などの財源と比べ

てどれだけの大きさかを示す指標で、数値が１００％を超えると、「純経常行政コスト」を当該

年度における一般財源などでは賄いきれていないことを表します。 

 宮城県では、前年度と比べて「行政コスト対税収等負担比率」は減少しており、これは、主

に東日本大震災からの復旧・復興に対応するための国からの補助金や震災復興特別交付

税が交付されたことによるものと考えられます。そのため、昨年においては他団体と同程度

であった「行政コスト対税収等負担比率」が他団体と比べて小さくなっています。 



 

 
 

（２）県民１人あたりの財務状況 

 

 

 
 

 

○  平成２３年度における宮城県の県民

１人あたりの貸借対照表は左のとおり

です。 

 東日本大震災の影響などにより、１

人あたりの資産額が他団体と比べて大

きくなっています。 

○  平成２３年度における宮城県の県民

１人あたりの行政コスト計算書は左の

とおりです。 

 東日本大震災の影響などにより、１

人あたりの経常行政コストが経常収益

以上に増加しており、１人あたりの純

経常行政コストは他団体と比べて大き

くなっています。 


